
建設業を営む中堅･中小企業が取組むべき
2024年問題への対応

2024年4月より建設業界､物流業界､そして医療業界におけ
る改正労働基準法いわゆる働き方改革関連法案の規制適用
が開始されました｡そもそもの法案は､2019年4月から施行さ
れ､その猶予期間が終了した形です｡

5年の猶予期間で果たして業界が変わったのか､それは皆
様が日頃実感しておられる通りです｡その背景には長い歴史
の中で業界で蓄積されてきた不文律が大きく影響しており
ますが､この問題への対応が今後の企業の明暗を分ける時代
が既に始まっております｡

いずれの業界も苦労する中、この2024年の背景にある問
題は何なのか｡そして､この状況をどのように捉え何を実行
していかないといけないのか｡自社の今後の経営を見据えた
2024年問題への対応を先行的な事例を交えて紹介します。

ビジネスフォーラム（NO.1907）

開催概要･スケジュール

講師紹介

■日時 2024年8月7日(水)14:00～16:00 (開場 13:30)

※Zoom同時開催

14:00～15:20(80) 講義
15:20～15:30(10) 休憩
15:30～16:00(30) 個別相談会

■場所 大阪中小企業投資育成株式会社 セミナールーム
（大阪市北区中之島3-3-23 中之島ダイビル28Ｆ

/京阪｢渡辺橋駅｣直結）

■参加費 無料

■申込期限 7月31日(水)

■申込方法 大阪投資育成のHPまたは右下の二次元コードから
お申込ください。

◎リアル申込URL(https://sbic-wj.seminarone.com/bf1907-r/event/)

◎Zoom申込URL (https://sbic-wj.seminarone.com/bf1907-z/event/)

■リアル参加の方へ
定員:30名程度
直接会場にお越しください。
当日受付にてお名刺を頂戴いたします。

■Zoom参加の方へ
8月3日(土)にZoomへの参加URLをお送りします｡
翌営業日になっても届かない場合､お手数ですが
事務局までご連絡ください｡

【Zoom参加:事前準備】
･ご予定の視聴環境にてZoomをご利用いただけるか､事前に下記テ
ストページにてテスト接続しご確認ください。
(https://zoom.us/test)
･当該Webセミナーのご参加にあたりZoomアプリのインストールが
必要となります。
･セミナーをご視聴予定の機器 (PC､スマートフォン等)へ下記URL
よりZoomアプリのインストールをお願い致します｡
(https://zoom.us/download#client_4meeting)

【Zoom参加:注意事項】
･参加者の確認のため､Zoomの名前登録は、参加者の｢企業名･フル
ネーム｣をご入力ください。
･動画の録画､画面撮影等を行い､SNSなどへアップする等の2次利
用は固くお断りいたします。
･音声･画像の調整は参加者ご自身でご調整ください。
･参加者がご利用のシステムトラブルにより､音声･画像に乱れが
生じた場合については弊社では対応いたしかねますので予めご
了承ください。

※同業の方からのお申込はお断りさせていただきますのでご了承ください。
※当該参加申込の情報は本フォーラム講師機関と共有利用いたします。
また､申込された方には出席･欠席を問わず講師機関及び弊社より
後日ご連絡させていただく場合がございます。

株式会社タナベコンサルティング
ストラテジー＆ドメイン
コンサルティング事業部 大阪本部

チーフマネージャー 折田 考 氏

建設業界にて法人営業･現場監督や
コンプライアンス管理など幅広く経験
し､タナベへ入社。

“現場視点×経営視点”のコンサルティングを信条とし、
建設業界を中心に企業の実態に寄り添うコンサルティン
グスタイルに定評がある。
1級建築施工管理技士･1級管工事施工管理技士
1級電気工事施工管理技士を保有

以下､直近のコンサルティング実績
1.中堅建設業:働き方改革推進支援コンサルティング
2.中小建設業:現場員早期育成支援コンサルティング
3.中小建設業:業務改善・生産性向上コンサルティング
4.中堅建設業:DX推進支援コンサルティング
5.中小建設業:グループMVV策定コンサルティング
6.大手製造業:新規事業コンサルティング

お問い合わせ:大阪中小企業投資育成株式会社 セミナー事務局/三上

〒530-6128 大阪市北区中之島3-3-23 中之島ダイビル28階

TEL:06-6459-1700 support@sbic-wj.co.jp

■リアル申込

■Zoom申込

～タナベコンサルティングによるプレゼンセミナー～

説明会内容

主なポイント

1.2024年問題について真の課題は何なのか？

2.経営視点からみる中堅･中小企業が取組むべき2024問題への対応とは？

3.他社の取組み事例から｢働き方改革｣の具体的手法や考え方を学ぶ


